
　手続きの流れ

（注）電子証明書の取得手続きはｐ 10を参照

☆家屋を新築・増築・滅失された方は、ご連絡をお願いします。　　　問合先：税務課資産税係（☎42 8713）
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　12 月 1 日に国民健康保険の被保険者証（保険証）が

更新されますが、今回の更新より保険証がこれまでの世

帯一枚から、一人一枚のカード様式に変わることになり

ました。

　被保険者がそれぞれ一枚ずつ保険証をお持ちいただく

ことになります。これまで以上に、紛失等に注意をして

ください。

国保の加入・脱退はお早めに！ こんなとき 届け出に必要なもの

加
入
す
る
と
き

他の市町村から転入 転出証明書、印かん
職場の健康保険をやめた 職場の健康保険をやめた証明書、

印かん
職場の健康保険の被扶養者からはずれた 被扶養者でない証明書、印かん
子供が生まれた 保険証、印かん

や
め
る
と
き

他の市町村に転出 保険証、印かん
職場の健康保険に加入 国保保険証、職場の健康保険証（ま

たは加入の証明書）、印かん職場の健康保険の被扶養者になった
国保の被保険者が死亡 保険証、印かん

そ
の
他

同じ市町村内で住所変更
保険証、印かん世帯主や氏名が変わった

世帯が分かれたり、一緒になった
修学のため、別に住所を定める 保険証、在学証明証（学生証でも

可）、印かん
保険証をなくした 身分を証明するもの（運転免許証

など）、印かん

▲見本：一般被保険者証

農業所得の申告には収支計算が必要です。

　平成 18 年分の確定申告から、農業所得については、すべ

て収入金額から必要経費を差し引いて所得を算出する収支計

算によって申告しなければならなくなりました。

　いよいよ平成 19 年分の収支計算を行う時期が近づいてき

ましたので、今年１年間の収入や支出について出荷明細（伝

票）や領収書などを整理・確認し、確定申告に備えてください。　　

必要経費となるもの    項目 具体的な内容
雇人費 常雇、臨時雇人費などの労賃、賄費など

小作料・賃借料 地主に支払う農地の借料、農業用建物、農機具の賃借料、カントリーの利用料など
減価償却費 農業用建物、農機具、農業用車両などの償却費
利子割引料 農業に係る借入金（農業近代化資金等）の支払利息
租税公課 租税・・・農業用資産の固定資産税、不動産取得税、自動車税など

公課・・・水利費、農協組合費など
種苗費 種もみ、種子苗などの購入費
肥料費 肥料の購入費用
農機具費 取得価額が 10 万円未満又は使用可能期間が 1年未満の農具の購入費用
農薬・衛生費 農薬の購入費用、共同防除費など
諸材料費 ビニール、縄、針金などの購入費
修繕費 農機具、農業用車両などの修理に要した費用、車検代など
動力光熱費 農業に要した電気、水道などの料金、灯油、ガソリンなどの燃料費
作業用衣料費 作業衣、長靴などの購入費用
農業共済掛金 水稲、農業用車両などに係る共済掛金
荷造運賃手数料 出荷の際の梱包費用、運賃、市場などに支払う手数料
土地改良費 土地改良事業の受益者負担金
雑費 上記以外の費用で農業に関連して支払う費用（農業の専門誌、事務用品代など）

ホームページでは、簡易な「農業所得の収支計算書」を掲載しています。　http://www.city.kasai.hyogo.jp/

                                                                                                                                       　問合先：税務課税制係　☎42 8712

　　
収入金額となるもの

項目 具体的な内容

農産物の販売金額 １年間の販売金額
家事消費等 自家用（贈答用を含みます。）及び事

業用に消費したもの。
雑収入 作業受託収入、補助金、共済金など

確定申告は で！

  インターネットを通じてご自宅のパソコンから確定申告

書を提出することができます。そのためには右の事前準備

が必要です。

【ｅ－Ｔ ax を利用するとこんな特典が・・・】

①本人の電子署名と電子証明書を併せて送信した場合、所

得税額から 5,000 円（その年分の所得税額を限度）の税額

控除を受けることができます。※税額控除の適用は、平成

19 年分または、平成 20 年分のいずれか 1回です。

②源泉徴収票や医療費の領収書、社会保険料控除除等の証

明書の添付が省略できます。※ 3年間は各個人で保管し

ておく必要があります。この制度は平成 19 年分以後の所

得税の確定申告について適用されます。

③従来の還付申告より還付金の受け取りが早くなります。

問合先：社税務署（個人課税部門）　  0795 42 8204
e-Tax のホームページ http://www.e-tax.nta.go.jp

※国保への加入が遅れると、加入資

格を得た時点まで保険税をさかの

ぼって納めなくてはいけません。逆

に国保をやめる届け出が遅れると、

知らずに職場の健康保険料と国保税

を二重に支払ってしまうことになり

ます。

※子供が生まれたときは、出産一時

金と乳幼児医療証の交付申請、国保

の被保険者が死亡したときは葬祭費

の申請が、それぞれ必要になります。

ご不明な点はお問合せください。

問合先：
国保健康課国保医療係　☎42 8721

住民基本台帳カード及び公的個人認証（電子証明書）の取得について

　住基カードおよび電子証明書の発行は市民課で行っ

ています。同時に取得する場合は、印鑑・顔写真付の

本人確認書類（免許証・パスポート等）・写真付の住基

カードを希望される方は 6ヶ月以内に撮影した写真（縦

4.5cm ×横 3.5cm）1 枚・手数料 1,000 円をご持参くだ

さい。（住基カードのみの場合は 500 円）

　すでに住基カードをお持ちの方が電子証明を取得する

場合は、住基カード・顔写真付住基カードでない場合は

顔写真付の本人確認書類（免許証・パスポート等）・証

明手数料 500 円をご持参ください。

・電子証明の有効期間は発行の日から 3年間です。

・発行した電子証明書を利用するには IC カードリーダー

　ライタが必要となります。

・住基カード（顔写真付）は本人確認書類としてご利用

　いただけます。

詳しくはホームページをご覧ください。

住基カード：http://www.soumu.go.jp/c-gyousei/daityo/

juki_card.html

電子証明書（公的個人認証サービス）：http://www.jpki.

go.jp/index.html

発行についての問合先：市民課　☎42 8720

開始届出書の提出

パソコン等の準備

電子証明書の取得

IC カードリーダーライタ等の取得・設定

利用者識別番号の受領

e-Tax の初期登録

「電子申告・納税等開始（変更等）届出書」
を税務署に提出します。
e-Taxホームページの「開始届出」メニュー
からオンラインで提出できますし、書面によ
る提出も可能です。

住基カードを取得し、それに公的個人認証サ
ービス（電子証明）を受けることが必要です。

利用者識別番号等を記載した通知書が届きま
したら、e -Tax ホームページの「初期登録」
メニューから暗証番号の変更や電子証明書の
登録などを行います。
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